様式第１号
	申請日（この書類を提出する日）
	年　　月　　日



いしかわUIターン就業促進助成金交付申請書（兼実績報告書・請求書）
　標記事業について、次のとおり交付申請します。

１　申請者
	氏名
	（フリガナ）
	生年月日
	　　　　年　　月　　日（満　　　歳）

	
	（漢字等）
	
	

	現住所（県外）
	〒
　　　　　　　

	連絡先
	携帯電話
	

	
	メールアドレス
	

	
	



２　同行者がいる場合（※同行者が4名以上いる場合は欄を追加して記入してください）
	
	氏名
	申請者との続柄
	年齢
	生年月日
	備考

	１
	
	
	　　歳
	 
	

	２
	
	
	　　歳
	
	

	３
	
	
	　　歳
	
	

	４
	
	
	　　歳
	
	


※同行者のうち助成対象となるのは、申請者と同一世帯の者に限ります。

３　現地活動
（１）本活動についてのILACへの事前連絡日
	事前連絡日
	年　　　月　　　日

	連絡方法
	対面　・　オンライン　・　電話　・　メール

	担当支援員
	
※不明の場合は空欄としてください



（２）活動内容
	来県して実際に行った活動にチェック☑をしてください。 ※複数選択可
□　県内企業での仕事体験
□　県内企業の会社説明や職場見学
□　県内企業の社員との交流会
□　県内企業の人事担当者等との面談や面接など
□　石川県人材確保・定住推進機構が指定するUIターン就業関連イベントへの参加
□　その他、石川県人材確保・定住推進機構運営委員長が必要と認める活動（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）



（３）活動の詳細
	日時
	活動場所
	活動内容
	備考

	
	
	
	

	
	
	

	


４　交付申請額
	交付申請額
	円

	内訳
	交通費
	円

	
	宿泊費
	円

	
	のと里山空港発着の
飛行機利用に係る加算額
	円
※加算額：5,000円（子ども2,500円）


※宿泊費は、石川県内の宿泊施設に宿泊する場合に限る
※世帯上限50,000円（のと里山空港発着の飛行機を利用する場合の加算額は世帯上限の金額に含まない）

５　費用内訳
（１）交通費（5名以上の申請の場合は、同行者４の下に欄を追加してください。）
	対象者
	日付
	出発地 → 到着地 → 帰着地
	移動手段
	費用

	(記入例)本人
	4/10～12
	横浜駅→金沢駅→南町バス停
→金沢駅→横浜駅
	電車、バス
	29,620円

	本人
	
	
	
	円

	同行者１
	
	
	
	円

	同行者２
	
	
	
	円

	同行者３
	
	
	
	円

	同行者４
	
	
	
	円

	➀居住地別
交付上限額
	円
	②費用合計
	円

	
	③交通費に係る交付
申請額　※
	円


※居住地別交付上限額(①)と実際に負担した費用合計(②)を比較して、低い方の額が交通費に係る交付申請額(③)となります。

（２）宿泊費（5名以上の申請の場合は、同行者４の下に欄を追加してください。）
	[bookmark: _Hlk195695570]対象者
	日付
	宿泊施設名
	費用（1泊分）

	(記入例)本人
	4/10～11
	○○○○○○○○ホテル
	12,000円

	本人
	
	
	

	同行者１
	
	
	

	同行者２
	
	
	

	同行者３
	
	
	

	同行者４
	
	
	

	①交付上限額
（１人あたり×人数分）
	円　
	②宿泊費合計
	円

	
	③宿泊費に係る
交付申請額　※
	円


※交付上限額(①)と実際に負担した費用合計(②)を比較して、低い方の額が宿泊費に係る交付申請額(③)となります。

６　振込先　※申請者または同行者名義の口座に限る
	[bookmark: _Hlk195691004]金融機関名
	
	口座種類（いずれかに○）

	本　支　店　名
	
	普通　・　当座

	口座番号
	
	
	
	
	
	
	
	（左詰で記入してください）

	口座名（フリガナ）
	


７　添付書類
　・訪問者及びその同行者の居住地を証する書類（運転免許証、マイナ保険証、住民票等の写し等）
　※個人番号（マイナンバー）が記載されている書類を提出する場合は、個人番号（マイナンバー）にマスキングを施してから提出すること
　・助成対象となる経費の支出を証する書類（領収書、使用済み乗車券等）
　・振込先が分かる通帳等（銀行名、支店名、口座番号、口座種別、口座名義を確認できるものの写し）

８　誓約事項
下記内容をご確認の上、チェック☑をお願いします。
· 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条に規定する暴力団に関与
していません。
· 本申請に係る交通費及び宿泊費について、訪問先、国、県、市町村その他公的支援機関等から同趣旨の補助金等の交付を受けていません。
